
地域の拠点強化支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は、なりわい創出による農山漁村地域の活性化を図るため、農産物等直売所（以下

「直売所」という。）が取り組む地域活性化や拠点機能強化に要する経費について、予算の

範囲内において地域の拠点強化支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（交付対象等） 

第２ 補助金の補助対象となる事業の対象者及び事業の内容、補助率等は別表１のとおりとす

る。 

 

（事業実施計画） 

第３ 本要綱に基づき、事業を実施しようとする者（以下「申請者」という。）は、別記様式

第１号（以下「事業計画」という。）により知事に申請するものとする。 

２ 前項の規定による申請の提出期限は、知事が別に定めるものとする。 

３ 次のいずれかに該当する事業者は、交付申請をすることができない。 

 （１）暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等 

 （２）県税に未納がある者 

（３）法令に反する業務又は公序良俗に反する業務を行っている者及び反社会勢力、又はこ

れに類似する企業・団体 

 （４）その他補助が適当でないと知事が認める者 

４ 知事は、前項に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県警本部長宛て照

会することができる。 

 

（事業計画の承認） 

第４ 知事は、第３の規定による申請があった場合は、別表２の基準に基づき当該申請に係る

書類確認及び必要に応じて現地調査等によりその事業計画を審査・採点し、その採点結果に

基づき、承認の可否を申請者に通知するものとする。 

２ 前項で計画承認を受けた申請者は、第５に定める交付申請をすることができるものとす

る。 

 

（交付の申請） 

第５ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第２号によるもの

とし、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除で

きる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税額との合

計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請

しなければならない。ただし、申請時に当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税

額が明らかでない場合は、この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定による交付申請書に添付しなければならない書類は、次のとおり

とする。  

 （１）地域の拠点強化支援事業実施計画書（別記様式第１号による申請で承認されたもの） 

（２）登記事項証明書（会社法に基づく法人の場合） 



（３）納税証明書（申込日までに納期限が到来した全ての県税に未納がない旨の証明） 

（４）その他知事が必要と認める書類  

４ 申請事業の着手（機械の発注を含む。）は、原則として、第６の規定による知事からの交

付決定通知を受けて行うものとする。ただし、交付申請後から交付決定前までに事業に着手

するやむを得ない事情がある場合にあっては、その理由を明記した交付決定前着手届を別記

様式第３号により知事に提出するものとする。 

５ 前項により、交付決定前に当該補助金に係る事業に着手する場合にあっては、補助金の交

付決定の通知までのあらゆる損失等は申請者自らの責任とする。 

 

（交付の決定） 

第６ 知事は、規則第３条第１項の規定による交付の申請があった場合、適当であると認める

ときは、予算の範囲内で補助金の交付決定を行うものとする。 

２ 知事は、前項による交付の決定を行うに当たっては、第５第２項により補助金に係る消費

税及び地方消費税仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これ

を審査し、適当と認めたときは、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額する

ものとする。 

 

（補助事業の変更） 

第７ 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費配分の変更をする場合は、別記様式第

４号により知事の承認を受けることとする。ただし、別表１の重要な変更の欄に掲げる重要

な変更以外の軽微な変更にあっては、この限りでない。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第８ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第５号により知事の承認を

受けることとする。 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第９ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに知事に報告してその指示を受けることとする。 

 

（遂行状況報告） 

第１０ 規則第１０条の規定により知事が必要であると認める場合は、別記様式第６号により

事業の対象者に対して遂行状況報告を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第１１ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第７号によ

るものとする。 

２ 前項の実績報告を行うに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額

が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額して報告しなければな

らない。 

３ 第１項の補助事業実績報告書の提出期限は、補助対象事業完了の日から起算して１月を経

過した日又は交付決定のあった日の属する県の会計年度の２月末日のいずれか早い期日とす

る。ただし、知事が適当と認める場合にあっては、この限りでない。 

 

（額の確定等） 

第１２ 知事は、第１１第１項の規定による報告を受けた場合には、規則第１３条の規定によ

り、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その結果に係る補助事業の



実施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、補助金の額を

確定し、補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、規則第１４条の規定により、その報告に係る補助事業の実施結果が交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置をと

るべきことを補助事業者に対して命ずることがある。 

 

（補助金の交付方法） 

第１３ 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４ 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額を別記様式第８号により速やかに知事に報

告しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定により報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税

額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（財産の処分の制限） 

第１５ 事業の対象者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産については、補助事

業完了後においても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的

に従って使用し、その効率的な運用を図らなければならない。 

２ 事業の対象者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産（機械及び器具について

は、取得価格又は効用の増加した財産が１０万円以上のもの）について、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている期間において、知

事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供してはならない。 

 

（帳簿及び書類の備え付け等） 

第１６ 事業の対象者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当

該収入及び支出について証拠書類又は証拠物を、補助事業終了の翌年度から起算して５年間

整備保存しなければならない。ただし、補助事業により取得し又は効用の増加した財産で処

分制限期間を経過しない場合においては、当該財産の取得事業名、取得価格、補助金の額、

取得時期、処分制限期間及び処分状況その他財産管理に必要な事項を記載した財産管理台帳

並びにその他必要な関係書類を整備保管しなければならない。 

 

（事業名の掲示） 

第１７ この補助金により設置又は導入された機械・器具等には、当該実施年度と事業名を掲

示又は記入するものとする。 

 

（書類の提出） 

第１８ この要綱により知事に提出する書類は、農政部農山漁村なりわい課に提出するものと

する。 

 

（実施状況報告） 

第１９ 事業の対象者は、補助事業を実施した年度の翌年度から３年間、それぞれの年度にお

ける３月末日現在の実施状況を４月末日までに、別記様式第９号により知事に報告するもの

とする。 

２ 知事は、特に必要と認めた場合には、事業実施主体に対して、実施状況等を明らかにする



ために、関係帳簿その他必要な書類の調査を行うことができるものとする。 

 

（その他） 

第２０ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項については、別に定

める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年８月１日から施行し、令和６年度予算に係る補助金に適用する。  

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 

  



別表１ 補助事業の交付対象となる事業の対象者及び事業の内容、補助率等 

補助対象者 補助対象事業の内容 補助対象経費 
補助率 

（補助上限） 

重要な変更 

経費の 
変更 

事業計画の 
変更 

県内に本店を有する

農産物等直売所（た

だし、販売者が常駐

しない施設及び農林

漁業者、出荷組合等

を有さない施設を除

く。）において、組織

運営に関する規約等

を有し、以下の１か

ら３のいずれかに該

当するもの。 

 

１ 経営者・運営者 

 

２ 指定管理者 

 

３ 出荷組合 

 

別紙１「事業実施計

画」の達成に必要な

ソフト支援サービス

の活用 

補助対象事業のソフト支援サービ

スに必要な人件費等 

 

（例） 

・ネット販売を開始するためのＥ

Ｃサイトの構築費（維持・管理

費を含まない） 

・経営改善を図るための事業計画

の策定及びその実行をするため

の経費 

・品質向上を図り専門家による出

荷基準統一の指導を受けるため

の経費 

補助対象経費の１／２

以内（補助上限 500千円

とし、千円未満は切り捨

てる。ただし、予算の状

況によって、交付決定額

が上限額より減額され

ることがある。） 

事業費の

増額及び

30 ％を超

える減額 

１ 事業の中

止及び廃止 

 

２ 事業の目

標達成に大

きく影響を

及ぼす変更

等 

別紙１「事業実施計

画」の達成に必要な

設備等の改良や、機

械・備品等の整備 

 

※パソコン等の汎用

性のある機械等の導

入に係る経費は対象

外 

補助対象事業の機械や器具等の購

入に関する経費 

 

（例） 

・ＤＸ化のためのキャッシュレス

決済端末等の導入費 

・防災拠点対策のための災害時用

の仮設ベッドや簡易トイレ等の

導入費 

・住民サービス実施のための宅配

ＢＯＸの設置や大型クーラーボ

ックスの導入費 
【備 考】 

（１）補助対象となる経費は、本事業を効果的に行い、かつ、事業の遂行に必要な直接的経費であって、本事業の実施のために使用することが明確に区分できる経費 

とする。 

（２）既存の機械の更新（単純更新）は、対象外とする。  



別表２ 事業実施計画に対する採点の基準 

 
 

採点項目及び採点基準 配点 

事
業
内
容
の
妥
当
性 

（１）申請内容が交付要綱の要件を満たし、「新たなチャレンジ」であるか。 ５点 ０点 

（２）事業計画の内容が地域や経営の課題を踏まえたものとなっているか。 ５点 ３点 １点 

（３）「（２）」の課題は、申請者が優先的に取り組むべきものであるか。 ５点 ３点 １点 

（４）事業計画が「（２）」の課題を解決につながるものとなっているか。 ５点 ３点 １点 

（５）当該事業の実施体制及び実現性は優れているか。 ５点 ３点 １点 

（６）申請者の経営状況は健全であるか。 ５点 ３点 １点 

発
展
性 

（７）当該事業により、地域の発展は期待できるものとなっているか。 
１０点 ８点 
５点 ３点 １点 

（８）地域の先進的なモデルとなり得る取組であるか。 
１０点 ８点 
５点 ３点 １点 

合 計 点  ５０点(満点） 

【配点及び採点方法について】 

・５点以上：「十分に満たしている」 

・３点：「おおむね満たしている」 

・１点：「疑問点・不安要素がある」 

・上記の採点項目及び採点基準に基づき点数を付け、全申請者の合計点を比較し、最も合計点の

高い申請者から順に順位を付け、予算の範囲内で事業対象者を決定する。ただし（１）の項目

が０点または合計点が２５点に満たない場合は、その順位に関わらず事業対象者としないもの

とする。 

・同点の採点案件があるときは、課内協議の上、事業対象者を選定する。 


